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連結決算ハイライト ＜第３四半期累計＞

（百万円）

増減率増減額

+0.9P15.7%14.8%営業利益率

+4,561

+6,656

+6,218

+27,442

+21.8%

+19.1%

+18.9%

+12.3%

25,46620,904当期純利益

41,58634,930経常利益

39,16732,948営業利益

249,824222,381売上高

2008年3月期
３Q累計（4～12月）

2007年3月期
３Q累計（4～12月）
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連結決算ハイライト ＜第３四半期＞

（百万円）

増減率増減額

△ 2.1P13.9%15.9%営業利益率

△ 289

△ 191

△355

+8,749

△ 3.9%

△ 1.5%

△ 2.9%

+11.5%

7,1297,418当期純利益

12,24312,435経常利益

11,75212,108営業利益

84,67975,929売上高

2008年3月期
３Q（10～12月）

2007年3月期
３Q（10～12月）
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2008年3月期第３四半期 連結決算のキーワード

【内部環境】 「さばく力」＋「生産力」を維持

年始に大型プロジェクトのリリースを無事完遂

大規模プロジェクトに対するNRIのプレゼンスをさらに向上

金融機関の「ＩＴを軸とした経営戦略」による投資は続き、

特に、「証券」「保険」から高水準の需要が継続

【外部環境】 金融機関からの需要は引き続き高水準

加速する「中長期への仕込み」

研究開発費・ソフトウエア投資とも、前年同期比で大幅増

次世代の大型共同利用型サービス開発へ向けて順調な投資
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期累計＞

+0.9P15.7%14.8%営業利益率

+22.4%+15,96087,35271,392外注費

+6,218
+7,421

+2.4P

+13,640

+13,801
+27,442

増減額

+18.9%39,16732,948営業利益

30.6%28.2%売上総利益率

+8.6%173,441159,639売上原価

+24.9%37,21529,794販管費

+21.7%76,38362,742売上総利益

+12.3%249,824222,381売上高

増減率
2008年3月期

3Q累計（4～12月）
2007年3月期

3Q累計（4～12月）

（百万円）
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期累計＞ 続き

+524947423受取利息

+2311,2381,006受取配当金

+1,7711,771-投資有価証券売却益

+22.1%+4372,4191,982営業外損益

+18.9%+6,21839,16732,948営業利益

+4,561
+3,879

+1,784
+6,656

増減額

-1,776△7特別損益

14,018 +27.7%17,897法人税等

+21.8%25,46620,904当期純利益

+19.1%41,58634,930経常利益

増減率
2008年3月期

3Q累計（4～12月）
2007年3月期

3Q累計（4～12月）

（百万円）
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞

△2.1P13.9%15.9%営業利益率

+18.3%+4,59329,73425,140外注費

△355
+2,829

△0.1P

+2,474

+6,274
+8,749

増減額

△2.9%11,75212,108営業利益

29.3%29.4%売上総利益率

+11.7%59,87553,600売上原価

+27.7%13,05010,220販管費

+11.1%24,80322,328売上総利益

+11.5%84,67975,929売上高

増減率
2008年3月期
3Q（10～12月）

2007年3月期
3Q（10～12月）

（百万円）
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連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞ 続き

+145330185受取利息

+399399-投資有価証券売却益

+17150133受取配当金

+50.1%+164491327営業外損益

△2.9%△35511,75212,108営業利益

△289
+491

+393
△191

増減額

-393-特別損益

5,016 +9.8%5,508法人税等

△3.9%7,1297,418当期純利益

△1.5%12,24312,435経常利益

増減率
2008年3月期
3Q（10～12月）

2007年3月期
3Q（10～12月）

（百万円）
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①「金融サービス業」について、詳細な内訳を開示

②「その他民間企業」、「官公庁」を「その他産業等」へ集計。「官公庁」は民営・分社後の業種に基づき、一部「金融サービス業」へ

業種別連結売上高：金融業種区分を詳細化

旧業種区分

②

新業種区分

①

金融サービス業

銀行業

流通業

その他産業等

その他金融業

保険業

証券業

官公庁

その他民間企業

流通業

金融サービス業

（注）日本郵政公社については、2007年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計
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業種別連結売上高 ＜第３四半期累計＞

1.7%+76818.1%45,29920.0%44,531その他産業等

△1.9%△66813.6%33,92415.6%34,593流通業

+17.7%+16,56144.0%109,95942.0%93,397証券業

+31.0%+5,1598.7%21,7987.5%16,638保険業

増減率増減額構成比
2008年3月期

3Q累計（4～12月）
構成比

2007年3月期
3Q累計（4～12月）

+27,442

+27,342
+3,109
+2,511

249,824

170,599
19,930
18,911

222,381

143,257
16,820
16,399

+19.1%68.3%64.4%金融サービス業

+18.5%8.0%7.6%その他金融業

100.0%

7.4%

+12.3%100.0%合計

+15.3%7.6%銀行業

（百万円）

+3.7%+1,00611.1%27,84512.1%26,839ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

+8.5%+5,72229.3%73,19830.3%67,476野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含む

（注）日本郵政公社については、 2007年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2008 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 11

（百万円）

業種別連結売上高 ＜第３四半期＞

△13.3%△2,10116.2%13,74420.9%15,846その他産業等

+3.2%+35213.3%11,27514.4%10,923流通業

+16.1%+4,97642.5%35,95140.8%30,974証券業

+65.9%+3,75511.2%9,4537.5%5,698保険業

増減率増減額構成比
2008年3月期
3Q（10～12月）

構成比
2007年3月期
3Q（10～12月）

+8,749

+10,498
+922
+844

84,679

59,658
7,071
7,181

75,929

49,159
6,149
6,337

+21.4%70.5%64.7%金融サービス業

+15.0%8.4%8.1%その他金融業

100.0%

8.3%

+11.5%100.0%合計

+13.3%8.5%銀行業

+5.3%+48611.4%9,62212.0%9,136ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

+4.4%+1,01828.5%24,10630.4%23,087野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含む

（注）日本郵政公社については、2007年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計
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品目別連結売上高 ＜第３四半期累計＞

+1.8%+3798.6%21,4419.5%21,061コンサルティングサービス

249,824

228,382

13,021

104,022

111,338

2008年3月期
3Q累計（4～12月）

+13.4%+27,06391.4%90.5%201,319ＩＴソリューションサービス

222,381

17,486

92,729

91,103

2007年3月期
3Q累計（4～12月）

増減率

100.0%

7.9%

41.7%

41.0%

構成比

+27,442

△4,464

+11,292

+20,235

増減額構成比

+12.3%100.0%合 計

△25.5%5.2%商品販売

+12.2%41.6%運用サービス

+22.2%44.6%開発・製品販売

（百万円）
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品目別連結売上高 ＜第３四半期＞

△0.9%△679.0%7,66210.2%7,730コンサルティングサービス

84,679

77,016

4,753

34,962

37,300

2008年3月期
3Q（10～12月）

+12.9%+8,81691.0%89.8%68,199ＩＴソリューションサービス

75,929

4,889

31,340

31,968

2007年3月期
3Q（10～12月）

増減率

100.0%

6.4%

41.3%

42.1%

構成比

+8,749

△136

+3,622

+5,331

増減額構成比

+11.5%100.0%合 計

△2.8%5.6%商品販売

+11.6%41.3%運用サービス

+16.7%44.0%開発・製品販売

（百万円）
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既存ビジネスの現状： 金融業向けシステム開発

金融業の投資意欲は旺盛

次世代BESTWAY開発中 ：

フロント業務の24時間運用、

土日営業対応など

次世代T-STAR開発中 :
さらなるシェア拡大に向けて、

投資顧問業務サポート機能を拡張

TRADESTARリリース :
2007年7月ファーストユーザ加入後、

複数ユーザーへ展開中

東海東京証券 （STAR- IV最大） ：

⇒2008年1月リリース
日本におけるソフトウエア投資額の成長

-10.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

金融機関

全産業（含む金融機関）

非製造業（含む金融機関）

金融系大型プロジェクトの完遂と発展

FY3/04 FY3/05  FY3/06 FY3/07 FY3/08(計画）

共同利用型システムサービスの発展

（出所）日銀短観（2007年12月14日発表）

事業環境 ＮＲＩの取組み

％
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成都

大連

杭州

蘇州

北京

上海

天津

中長期の成長に向けて： アジア向けビジネスへの挑戦

アジアシステム事業推進室を新設し、計画から実行段階へ移行

1990年以前1990年以前

1990年－

中国人オフショア開発本格化

中国進出日系企業のシステム開発

中国企業2社をeパートナーに選定

中国人オフショア開発トライアル開始

中国オフショア開発の手法等研究

香港でERP事業を展開

中国人技術者のトレーニー開始

1998年－

2001年－

2007年－

20ｘｘ年－

エンハンス業務の委託拡大

『東京オンサイトサポート』 開始

Target.1
開発パワーとして

Target. 2
中国進出日系企業の
システムサポート

Target. 3
中国政府・
現地企業のＳＩ

中国におけるITソリューションサービスの進展

1976年､NRI香港設立

2002年､NRI北京設立

NRIの中国オフショア開発拠点（7地域）

2008年､アジアシステム事
業推進室設立
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連結受注残高

△2.1%△1,48868,31369,802合 計

+6.2%+ 3,41058,81855,407うち、期中分

△4.9%△3196,2636,583コンサルティングサービス

62,049

32,260

29,788

2007年12月末

△1.8%△1,16963,218ＩＴソリューションサービス

28,745

34,472

2006年12月末 増減率

+3,514

△4,684

増減額

+12.2%運用サービス

△13.6%開発・製品販売

（百万円）
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２．2008年3月期業績見通し

1. 2008年3月期第3四半期決算について
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2008年3月期 通期連結業績予想

売上高、営業利益、経常利益の予想は変更なし

従業員向け年金制度を改定する予定（2008年4月1日付） 。それに伴う特別損失等を
見込み、通期の当期純利益予想を310億円に修正

（億円）

39

119

+1.9P

111

324

増減額

前期比

+14.7%

+25.8%

-

+25.3%

+10.1%

増減率

350

580

15.5% 

550

3,550

金額

2008年3月期

（前回予想）
（‘07/10/25）

270

460

13.6%

438

3,225

金額

2007年3月期

（実績）

310

580

15.5%

550

3,550

金額

2008年3月期

（今回予想）
(’08/1/25)

前回予想差

金額

-売上高

△40当期純利益

-

-

-

経常利益

営業利益率

営業利益

（連結業績予想）
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年金制度の改定

2008年4月1日付けで確定拠出型年金を大幅に拡充した年金制度へ移行する予定

目的

2012年税制適格年金の法律廃止に対応

人事制度見直しの一環で、勤続年数によらない処遇を導入し、多様な人材を確保

確定拠出型年金の拡充により、年金資産運用や退職給付債務の拡大リスクを軽減

財務上のインパクト

新制度移行時に、会計処理上必要な将来支給見込み額を前倒し計上し、当期の

特別損失として処理
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2008年3月期 通期連結業績予想

官公庁

その他民間企業 39011.7%376
2708.8%282

-

△60

-

+60

金額

前回予想差

3,550

660

460

2,430

金額

2008年3月期

(前回予想）
（‘07/10/25）

+10.1%

△8.9%

+0.8%

+18.0%

+17.6%
+13.1%
+42.6%

+15.0%

増減率

前期比2008年3月期

(予想）
(’08/1/25)

2007年3月期

（実績）

その他金融業

銀行業

保険業

証券業

+324100.0%3,550100.0%3,225合計

△5816.9%60020.4%658その他産業等

+313.0%46014.1%456流通業

+38070.1%2,49065.4%2,109金融サービス業

+417.9%2807.4%238
+307.3%2607.1%229
+959.0%3207.0%224

+21245.9%1,63044.0%1,417

増減額構成比構成比 金額金額

（億円）

（注）セグメント別売上高予想については、2007年10月25日発表の値から変更ありません

（注）日本郵政公社については、2007年10月の民営・分社化以降、各顧客の属する業種に基づき集計

（新しい業種区分による売上高予想）
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配当予想の修正

（円）

0
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FY3/03 FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08(E)

年
間
配
当
金

（円/株）
年間配当額の推移

22 (110)

期末

27.1%

14 (70)

36 (180)

中間

2007年3月期

262418 (90)10 (50)16 (80)4 (20)

9.9%5.8%連結配当性向

期末

配当金額 注

期末期末

32.9%26.2%27.6%

5028 (140)20 (100)
8 (40)4 (20)

中間中間中間年間年間

2008年3月期

（予想）
2006年3月期2005年3月期

2004年
3月期

2003年
3月期

注）2007年4月1日に実施した株式分割（1：5）の影響を遡及。( )内は、分割前ベースの配当額。

期末配当を2円増配し、

一株当たり年間配当50円へ

2007年7月25日発表 年間48円

2008年1月25日修正 年間50円
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・本資料は、2008年3月期第3四半期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する
有価証券の投資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事
項は、資料作成時点における当社の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予
告無しに変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、
無断で複製

または転送等を行わないようお願いいたします。
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参考資料

1. 2008年3月期 第3四半期の取り組み （新聞、雑誌等の記事より抜粋）

2. プロジェクト事例

3. その他
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１． 2008年3月期第3四半期の取り組み –18号監査を取得へ

日経ソリューションビジネス2007年11月30日 p40から転載

『18号監査』を取得へ

「18号監査」とは、業務委託（アウトソーシング）を
対象とした内部統制監査の制度

ユーザー企業の業務委託先監査にかかる手間や
費用が増大するのを避けることができる

日本版ＳＯＸ法に向け当該監査報告書取得を決め
たＩＴサービス企業はＮＲＩが初
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１． 2008年3月期第3四半期の取り組み–PC運用管理システムの再構築サービス

「PCLifecycleSuite」

PC（パソコン）の大規模な運用を実施している企業
向けに、運用コストの削減と品質の向上を実現する、
PC運用管理の再構築サービスを開始

平均で2割運用コストを削減を実現

2009年3月期で12億円の売り上げを目指す
2008年1月16日 日経産業新聞
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１． 2008年3月期第3四半期の取り組み – 株式銘柄検索システム

株式銘柄情報高速分析システム

日本HP、マイクロソフトとの共同開発。野村総合研究所の

投資情報システムから情報を抽出し、銘柄の値動きや特性

値をすばやく検索

迅速な銘柄分析を求める金融資産運用会社などに提供。

初年度１０社の導入を目指す
2007年12月20日 日経産業新聞
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１． 2008年3月期第3四半期の取り組み – レシートで消費動向分析

消費者の購買行動をデータで提供

買い物レシートに基づく消費動向を調査・分析し、統計
データとして企業向けに提供するサービスを始める。

レシートから消費実態を調査するのは国内初

学習研究社と組みコミュニティーサイト「クラッセ」の会員
１０００人モニターから情報収集

日経ソリューションビジネス 2007年12月15日号 p48から転載
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２．プロジェクト事例

2008年3月期に手がけたプロジェクトの一例

住信ＳＢＩネット銀行株式会社 様

インターネットバンキングシステムの開発・運用
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３． その他 – 中国オフショア開発

日経ソリューションビジネス2007年12月30日 p52から転載

中国オフショア開発 発注額の推移
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3Q実績：122億円

通期：160-180億円（予）
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３．その他 - ブランド向上に向けて、引き続き活動中！

出版物 NRIのナビゲーションを、“生活者”
の目線でまとめたエッセイ集

「ＮＲＩ未来ナビ」vol1,2 発行

丸の内周辺のラックで無料配布中

フォーラム フリーペーパー

未来創発フォーラム2007

[東京]（2007年10月29日開催）

[大阪]（2007年10月10日開催）

[名古屋] （2007年10月19日開催）

東洋経済新報社発行


